
令和６年度第１回茂原市総合教育会議日程 

 

日時：令和６年９月２５日（水）１３時１５分～ 

場所：茂原市役所９階９０１・９０２会議室 

 

 

１ 開  会 

 

２ あいさつ 

 

３ 議  題 

  教育における諸課題について 

（１）茂原市の学校再編について      【資料１】 

（２）茂原市の小中一貫教育について    【資料２-１】【資料２-２】 

                     【参考資料１】 

（３）休日の学校部活動の地域移行について 【資料３】 

 

４ その他 

 

５ 閉会宣言 
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茂原市の学校再編について 

 

●小規模校のメリットと課題  

 

  ①児童生徒が意見や感想を発表できる機会が多くなる 

  ②一人一人がリーダーを務める機会が多くなる 

  ③教職員が児童生徒一人一人の学習状況や学習内容の定着状況を的確に把握でき、補充指

導などのきめ細かな指導が行いやすい 

  ④運動場や体育館、特別教室などの利用調整が行いやすい など 

 

一方、以下のような課題から、児童生徒への影響が考えられます。 

 

①クラス替えが全部又は一部の学年でできない 

②クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない 

③加配1なしには、習熟度別指導などクラスの枠を超えた多様な指導形態がとりにくい 

④運動会・文化祭・遠足・修学旅行等の集団活動・行事の教育効果が下がる 

⑤体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じる 

⑥班活動やグループ分けに制約が生じる 

⑦特定の子供の考えにクラス全体が大きく影響を受ける 

⑧児童生徒から多様な発言が引き出しにくく、授業展開に制約が生じる など 

 

 

 

 

①経験年数、専門性、男女比等バランスのとれた教職員配置やそれらを生かした指導の充

実が困難となる 

②児童生徒の良さが多面的に評価されにくくなる可能性がある、多様な価値観に触れさせ

ることが困難となる 

③ＴＴ指導2、グループ別指導、習熟度別指導等の多様な指導方法をとることが困難となる 

④教職員一人当たりの校務負担や行事に関わる負担が重く、校内研修の時間が十分確保で

きない 

⑤教員同士が切磋琢磨する環境を作りにくく、指導技術の相互伝達がなされにくい（学年

会や教科会等が成立しない） 

⑥学校が直面する様々な課題に組織的に対応することが困難な場合がある など 

                             
1 習熟度別指導のための少人数指導の実施、いじめや不登校等への対応など、学校が個々に抱え

る課題解決のために特例的に配置する教員 
2 学級担当の教員が進める授業に、その教員とチームを組む他の教員が入り、児童生徒の習熟度

などに合わせて担当教員を助力しつつ行う授業の形態 

学級数が少ない（児童生徒数が少ない）ことによる学校運営上の課題 

学級数が少なくなるに従って、配置される教職員数が 

少なくなることにより懸念される教育活動の制約 

学級数が少ない（児童生徒数が少ない）学校のメリット 
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①集団の中で自己主張をしたり、他者を尊重する経験を積みにくく、社会性やコミュ 

ニケーション能力が身につきにくい 

②児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい 

③協働的な学びの実現が困難となる 

④教員それぞれの専門性を生かした教育を受けられない可能性がある 

⑤切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい 

⑥教員への依存心が強まる可能性がある 

⑦進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある 

⑧多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい 

⑨多様な活躍の機会がなく、多面的な評価の中で個性を伸ばすことが難しい など 

 

●茂原市立小中学校の適正規模 

  法令では、小中学校の学級数について以下のように定めています。 

文部科学省では、人口減少や少子化の進展等により、今後、学校が過度に小規模化したり、

教育条件への影響が出たりすることが懸念されることから、平成 27年１月に「公立小学校・

中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」を策定しました。 

これを受け、茂原市教育委員会では、平成 27 年３月の教育委員会会議において、茂原市

における小中学校の適正規模を以下のように定めています。 

 

●茂原市学校再編基本計画・実施計画 

 茂原市教育委員会では、子どもたちにとってより良い教育環境を確保するため、平成 29年

3月に学校再編に係る基本的な方向性を定めた「茂原市学校再編基本計画」を策定しました。 

この基本計画に基づき、具体的な学校再編を進めるため、平成 30 年 3 月に「茂原市学校

再編第一次実施計画」を策定し、西陵中学校と冨士見中学校、二宮小学校と緑ケ丘小学校の

統合を行いました。 

また、令和 4年 1月には「茂原市学校再編第二次実施計画」を策定し、本納小学校と新治

小学校の統合を行い、また、「南中学校と早野中学校の統合」「本納小学校と豊岡小学校の統

合」について学校再編の取組を進めています。 

学校教育法施行規則 

第 41条 小学校の学級数は、12学級以上 18学級以下を標準とする。ただし、地域の実

態その他により特別の事情のあるときは、この限りでない。 

第 79条 第 41条（中略）の規定は、中学校に準用する。（以下略） 

小学校 ⇒ 12～18学級（学年２学級以上） 

中学校 ⇒ ９～18学級（学年３学級以上） 

※ただし、特別支援学級の学級数は除く。 

児童生徒へ影響を与える可能性があること 
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●学校再編の進捗状況 

 

学校再編状況図（令和６年５月１日時点） 

令和３年 4月 

二宮小学校と緑ケ丘

小学校が統合 

令和５年 4月 

本納小学校と新治

小学校が統合 

 

令和 2年 4月 

冨士見中学校と西陵

中学校が統合 

 

令和３年９月 

本納小学校が本納中学校敷

地内に移転 

 

二宮小 
（旧緑ケ丘小） 

旧二宮小 

（参考）適正規模に達しない学校 

・小学校［11学級以下］ 
西小[7]、五郷小[7]、鶴枝小[6]、本納小[8]、豊岡小[6]、二宮小[7] 

・中学校［8学級以下］ 
本納中[6]、早野中[6] 

本納小 
本納中

tuu  
 

○：小学校 
△：小学校（統合済）  
●：中学校 
▲：中学校（統合済） 
   ：第二次実施計画の 

組合せ 



●市内小中学校の児童生徒数の推移
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（１）小学校の児童数の推移

東部小 萩原小

東郷小 中の島小

豊田小 茂原小

五郷小 （旧）二宮小

本納小 西小

鶴枝小 豊岡小

緑ケ丘小 新治小

二宮小

（人）

新治小

緑ケ丘小

(旧)二宮小
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（２）中学校の生徒数の推移

東中 冨士見中

茂原中 南中

本納中 早野中

西陵中

（人）

南中

茂原中

東中

本納中

早野中

西陵中

冨士見中
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＜今後の予定＞

令和６年度 小中一貫教育推進委員会の開催（年３回）
第２回市教育各部研修会
→中学校区（６学校区）ごとに小中一貫教育に関する研修会

令和７年度 小中一貫教育推進委員会の開催（年３回）
茂原市教育研究協議会（案）による８部会編成でスタート
※教科部会は廃止

茂原市の小中一貫教育
・義務教育９年間において、連続性のある教育活動を行う。
・茂原市の目指す子供像を共有し、その実現に向け、特色ある取組を行う。
・地域、施設の特徴を生かした取組を行う。令和７年度以降 茂原市教育研究協議会

・８部会編成（中学校区ごとに 年３回）

・運営委員会（年２回 参加者:推進委員及び中学校区各部会長）

これまでの茂原市教育研究協議会
・各部研修会（年３回）・運営委員会（年２回）
・編集委員会（年２回）

＜視点１＞９年間の連続性を大切にした教育
① 9年間を見通した系統性のある学習指導
② ９年間の一貫した連続性のある生徒指導
③ 切れ目のない特別支援教育

＜視点２＞目指す子供像の実現に向けた特色ある取組
① 茂原学
② 英語教育の充実

カリキュラム・
マネジメント部会

学力向上部会

生徒指導部会

英語教育部会

茂原学部会

特別支援教育部会

養護教諭部会

事務職員部会

東中学校区 東郷小・東部小・東中
冨士見中学校区 豊田小・二宮小・西小・冨士見中
茂原中学校区 茂原小・萩原小・茂原中
南中学校区 鶴枝小・中の島小・五郷小・

南中・早野中(※令和７年度まで）
本納中学校区 本納小・豊岡小・本納中

視点１
①

視点１
①

視点１
②

視点１
③

視点２
①

視点２
②

視点１
②

視点１
①
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総合教育会議資料 学校教育課 

 

本納中学校区の小中一貫教育について 

 

１ 乗り入れ授業について 

  小中一貫教育の一環として、学区内の小学校と乗り入れ授業を実施している。 

  乗り入れ授業は、主に授業を進める教員と、生徒に個別に対応する教員とに役割

分担を行って授業を行うティームティーチングという形で実施している。 

<小学校から中学校へ>

本納小から 教科 曜・校時

数学科 木・3校時

英語科 火・3校時

数学科 水・4校時

英語科 火・4校時

2年A組 数学科 火・4校時

2年B組 数学科 火・5校時

<中学校から小学校へ>

本納小へ 教科 曜・校時 豊岡小へ 教科 曜・校時

3年1組 理科 金・4校時 3年1組 理科 木・3校時

4年1組 理科 火・3校時 4年1組 理科 木・4校時

理科 火・2校時 理科 木・3校時

音楽科 木・4校時 音楽科 水・4校時

理科 金・5校時 理科 木・4校時

音楽科 金・4校時 音楽科 水・3校時

理科 水・4校時

音楽科 火・3校時

理科 月・5校時

音楽科 火・4校時

6年1組

6年2組

5年1組

6年1組

１年A組

1年B組

5年1組

5年2組

 

【乗り入れ授業の効果】 

・小学校では、より専門的な中学校教員の指導による児童の学習意欲や学力の向上。

また、中学校の教員に接することによる「中 1ギャップ」の解消。 

・中学校では 1.2年生の数学科や英語科の授業において、小学校教員が生徒の個別の

課題に応じたきめ細やかな指導を行うことによる学習意欲の向上。 

 

２ 本納中学校区スタンダードについて 

  「生活習慣」、「学習規律」、「家庭学習」において、【基礎期】小 1～4、【充実期】

小 5・6，中 1、【発展期】中 2・3ごとに中学校区で目標を設定し、９年間の学びを

小・中学校の教員が共有し、系統性・連続性のある指導を行うことにより、より質

の高い学校教育を目指す。 
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３ 小中合同で行う行事・活動について 

 ・紅葉祭（本納中合唱コンクール） 

   本納小・豊岡小の 6年生が合同で合唱・合奏 

 ・中学生のキャリア教育（小学校への職場体験） 

 ・リトルティーチャー 

   県立高校入学選抜の日にすでに進路の決定した中学 3年生が、本納小の学習補

助に入る。 

 

４ 小小連携について 

 ・6年生：キャリア教育（職場体験）、紅葉祭合唱練習 

・3年生：安全マップ作り 

 

５ 英語教育の充実について 

  小学校の外国語科の授業において、ＡＬＴを活用した「スモールトーク」を導入

している。 

  今後は、英語ルームを利活用した、小学校 6年生と中学校 1年生のスモールトー

クによる交流や小学校 6年生による英語を使ったスピーチなどを検討していく。 

 

６ 3校合同職員研修会について 

  本納中学校の教頭が主担当となり、テーマを与え、小中学校 3校の教員が意見交

換を行う。 

  小中学校間での相互授業参観の実施。 

 

７ 今後の取り組みについて 

・兼務発令を行い、他校種の授業を単独で行う。 

・施設一体型の小中一貫教育の利点を活かし、中学校教員の兼務発令等による小学校高

学年を中心とした教科担任制の充実。 

・専門性を有する中学校の英語科の教諭が、小学校高学年の外国語科を受け持つことに

よる英語教育の充実。 

・英語教育の一環として、ＡＬＴと触れ合う機会を創出することによるコミュニケーシ

ョン能力の向上。 

・市採用の会計年度任用職員を登用し、小中の授業交流を活発にする。 

 ※令和 6年度会計年度任用職員（市採用）２名 

（本納小学校：英語科 1名、本納中学校：理科１名） 



 

 

未来を拓く 茂原の子 
 

（茂原市小中一貫教育の指針） 
 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

    

 

茂原市教育委員会 

令和５年１月 

高い志 

ふるさと茂原 豊かな心 
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はじめに 

 

今日、グローバル化の進展や絶え間ない技術革新等により、社会構造や雇用環境は大きく急速

に変化しており、予測が困難な時代となっています。また、急激な少子高齢化が進む中で、一人

一人が持続可能な社会の担い手として、その多様性を原動力とし、質的な豊かさを伴った個人と

社会の成長につながる新たな価値を生み出していくことが期待されています。 

このような時代にあって、学校教育では、社会の変化に主体的に関わり、感性を豊かに働かせ

ながらどのような未来を創っていくのか、どのように社会や人生をよりよいものにしていくのか

という目的を自ら考え、自らの可能性を発揮し、よりよい社会と幸福な人生の創り手となる力を

身に付けられるようにすることが重要とされています。こうした力は、全く新しい力というわけ

ではなく、長年目指してきた「生きる力」であり、学校教育が蓄積を生かしていくことが必要で

あるとされています。 

また、近年、社会状況の激しい変化や子供の成長の早期化、子供を取り巻く環境の変化、小・

中学校の教育活動の差異などから、いわゆる「中 1 ギャップ」の言葉に代表されるような課題が

生じてきています。こうした課題に対応するための取組として、小中一貫教育が取り入れられて

います。 

茂原市教育委員会では、これまで、「次代を担う子供たちを育てる」を共通テーマとして、  

児童生徒の個性の伸長、郷土を愛する態度の育成、基礎学力の定着などを目指して、それぞれの

学校で教育活動を進めてきました。今後は、教職員が義務教育９年間を貫く視点をもち、茂原市

の子供たちへより質の高い教育を提供することができるよう、ここに茂原市の小中一貫教育に 

ついて方向性を示しました。 
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Ⅰ 小中一貫教育とは 

１ 小中一貫教育制度について 

小中一貫教育制度については、平成 18年の改正教育基本法、平成 19年の改正学校教育法によ

って義務教育の目的・目標が定められ、その後、学校教育法の一部改正(平成 28年施行）により、

義務教育学校制度が創設されました。小中一貫教育とは、小中連携教育をさらに進めた教育で、

「小・中学校段階の教職員が目指す子供像を共有し、９年間を通じた教育課程を編成し、系統的

な教育を目指す教育」とされています。 

 

 

 

 

 

２ 小中一貫教育を行うことによる期待される効果 

学習面の観点から 

〇 ９年間を見通した指導計画を作成し、指導内容を明確化することにより、「学びの連続性」

を図ることができます。 

〇 小・中学校間で指導方針を共有し、情報交換や連携を充実させることで、各成長段階で育て 

たい力が明確になり、一人一人の個性に応じた指導が可能になります。 

〇 小学校５・６年生における教科担任制、小・中学校教員の乗り入れ授業など多様な指導  

形態を取り入れ、小学校での専門的な授業の展開により知的好奇心を充足させたり、中学校

でのきめ細かな授業の実践により定着が不十分な内容を補充したりするなど、個に応じた 

指導が一層充実し、学習意欲や学力の向上を図ることができます。 

生活面の観点から 

〇 ９年間を通して一貫した生徒指導を行うことにより、学校生活の変化に伴う不安感や負担

感が軽減され、自己有用感や道徳心、規範意識の醸成を図ることができます。 

〇 小・中学校段階の教員が連携することで、より深い児童生徒理解に基づく指導が可能にな

り、中学校入学後に増加傾向にある不登校や問題行動の減少を期待することができます。 

〇 小・中学生の交流や合同行事などを通して、小学生には、目標にすべき姿を思い描くこと

ができ、中学生には、下級生に対する思いやりやリーダーシップなどの育成を図ることが  

できます。 

教員の指導力の向上の観点から 

〇 ９年間の児童生徒の成長・発達と学習内容の系統を踏まえ、小・中学校段階の教員がそれ

ぞれの学校種の教育活動を相互に理解しながら指導にあたることにより、教員の指導力の向

上を図ることができます。 

〇 小・中学校段階の教員が、それぞれ個人のよさを生かした授業実践の中で、専門的な指導や 

きめ細かな指導を互いに学び合うことで、教員の総合的な力量が向上します。 

小中連携教育 

 

小・中学校段階の教員が互いに情報交換や交流を行うことを通じて小学校

教育から中学校教育への円滑な接続を目指す様々な教育 

小中一貫教育 

 

小中連携教育のうち、小・中学校段階の教員が目指す子供像を共有し、

９年間を通じた教育課程を編成し、系統的な教育を目指す教育 
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Ⅱ 茂原市小中連携教育から小中一貫教育へ 

１ これまでの小中連携教育 

茂原市では、これまで小中連携教育に取り組んできました。各小・中学校、各中学校区により、

それぞれ特色があり、その主なものは以下のようになります。 

学習面について 

〇 授業・部活動 

・ 中学校教員による小学校の外国語科、外国語活動での授業協力 

・ 小学生と中学生の交流授業 

・ キャリア教育の一環としての職場見学や職場体験学習 

・ 中学校入学説明会における授業体験や部活動体験 

・ 特別支援学級在籍児童の進学時における中学校の授業体験 

 

生活面について 

〇 生徒指導 

・ 生徒指導上の諸問題についての情報交換、協議 

・ 校外（街頭）指導、防犯パトロールへの参加、情報交換  

〇 保健安全指導 

・ 小・中学校間で行われる学校保健委員会への参加、協議 

・ 児童生徒の発育状況や運動能力についての情報交換、協議 

〇 学校行事 

・ 運動会（体育祭）や文化祭、合唱コンクール等（学校行事）の見学、参加 

 

教員について 

〇 教員研修等 

・ 小・中学校で行われる授業研究会への参加（授業参観、協議） 

・ ミニ集会等、学校単位で開催される研修会への参加、情報交換 

・ 中学校区を単位としての行事調整会議 

・ 市教育研究協議会での各部研修 

 

その他 

〇 ＰＴＡ活動について 

・ 教育講演会への参加、情報交換 

・ 中学校区を単位とした情報交換会、中学校区親睦バレーボール大会の開催 

〇 地域活動について 

・ 敬老会や夏・秋祭り、地域の美化活動、ボランティア活動等への参加 
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２ これからの小中一貫教育 

（１）小中一貫教育の定義 

小中一貫教育を進めるにあたり、平成28年度の法整備を受け、「義務教育学校」や「小中

一貫型小学校・中学校(併設型・連携型)」の制度化された小中一貫教育と従来の小学校・中

学校による運用上の小中一貫教育が存在することになりました。（下図参照） 

茂原市は、当面この中の「従来の小・中学校による運用上の小中一貫教育」を行います。 

   【小中一貫教育を行う公立学校の分類(制度面)】 

 制度化された学校での小中一貫教育 従来の小・中学校 

による運用上の 

小中一貫教育 
義務教育学校 

小中一貫型小・中学校 

併設型小・中学校 連携型小・中学校 

設置者 (同一) 同一 異なる 同一 又は 異なる 

 

修業年限 

９年 

(前期課程６年・ 

後期課程３年） 

 

小学校６年・中学校３年 

組織 
校長１名・ 

一つの教職員組織 

原則として各学校に校長１名・別々の教職員組織 

※校長併任や実質的に教職員組織を統合した事例も 

 

免許 

原則小・中併有 

※当面は保有免許

相当課程で指導可 

 

所属する学校の免許を保有 

教育課程 
       ・９年間の教育目標設定 

       ・９年間の系統性・体系性に配慮がなされた教育課程編成 

特

例 

独自教科設定 ○ ○ ○ × 

指導内容入替え ○ ○ × × 

 

設置基準 

前期課程は 

小学校設置基準、

後期課程は中学校

設置基準を準用 

 

小学校には小学校設置基準、 

中学校には中学校設置基準を適用 

標準規模 
１８学級以上 

２７学級以下 
小・中学校それぞれ１２学級以上１８学級以下 

設置・移行手続 市町村の条例 市町村教育委員会の規則等 なし 

出典：「地方教育行政の多様性・専門性に関する研究 報告書３ 市町村の教育施策としての小中一貫教育に関する研究」 

研究代表者渡邊恵子(国立教育政策研究所 教育施策・評価研究部長)２０１９(平成３１)年３月※一部抜粋 

 

（２）茂原市の小中一貫教育のねらい  

これからの社会は予測困難な時代と言われ、子供たちには、「生きる力」として他者と  

協働して課題を解決していくことや、幅広い知識と柔軟な思考力・判断力・表現力等を身に

付けることが求められています。 
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こうした背景を受け、茂原市では、小学校６年間、中学校３年間という制度を維持しつつ、

義務教育終了までを連続した学びの期間ととらえ、この９年間でどのような子供を育てたい

のかを小学校と中学校が共有し、小中一貫教育を推進することとします。（下図参照）   

小・中学校が互いに協力し、児童生徒一人一人に応じた質の高い学習指導や生徒指導を 

実現し、学力向上や豊かな心の育成を図っていきます。また、小・中学校を円滑に接続させ、

小学校から中学校へ進学する際に、新しい環境での生活に不適応を起こす、いわゆる「中１

ギャップ」とよばれる課題の減少を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）茂原市の小中一貫教育の型 

茂原市では、小中一貫教育を行うにあたり、義務教育９年間を貫く視点を大切にし、小学

校・中学校が共通した目指す子供像を共有するために、それぞれの施設・仕組みを生かし、

その利点を取り入れた教育を目指します。 

それぞれの施設の状況により、施設分離型の小中一貫教育と施設一体型の小中一貫教育が

存在することになります。(下図参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜小中連携教育＞ 

「生きる力」の育成 

目指す子供像 

Ｃ中学校 

 
３ 

年 

間 
 

６ 

年 

間 Ａ小学校 Ｂ小学校 

◆ 小・中学校各段階での教育課程を編成 

目指す 
子供像 

目指す 
子供像 

＜小中一貫教育＞ 

「生きる力」の育成 

Ｃ中学校 

 

９ 
 

年  

間 

目指す子供像 

Ａ小学校 Ｂ小学校 

◆ 小・中学校９年間を見通した教育課程を編成 

茂原市の小中一貫教育には、施設の設置場所により２つの型があります。 

それぞれの学校に校長がおり、それぞれの教職員組織があります。 

学年の呼び方も従来と変わりません。 

茂原市の 

小中一貫教育 

２つの型 
校長 校長 

校長 

中 

校長 

小 

・小学校と中学校の校舎の 

全部または一部が一体的に 

設置されている。 

・小学校と中学校の校舎が 

隣接していない異なる敷地 

に別々に設置されている。 
施設分離型 

施設一体型 
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（４）茂原市の目指す子供像 

 

 

 

茂原市では、令和３年４月に「茂原市教育施策の大綱」として、令和７年度までの５年間

の基本構想、基本計画に基づき、４つの基本方針を定めました。 

＜基本方針１＞ 社会で生きる力の育成    

＜基本方針２＞ 心を育む人間教育の推進 

＜基本方針３＞ 芸術文化・スポーツの振興  

＜基本方針４＞ 茂原を愛する心の育成 

これに基づき、「ふるさと茂原を愛し、豊かな心と高い志を持って未来を主体的に生きる

人づくり」を目標として掲げ、各種施策の展開を図っていきます。「小中一貫教育」を推進

することで、茂原市が示している「未来を主体的に生きる人づくり」をさらに進めます。 

そこで、茂原市の小中一貫教育で目指す子供像を「ふるさと茂原を愛し、高い志を持ち、

心豊かで未来を拓く子」と設定しました。これには、知・徳・体のバランスのとれた「生き

る力」を育み、郷土に誇りをもち、地域を担う人づくりを目指すという願いが込められてい

ます。 

（５）学年段階の区切りの考え方 

中学校段階への移行に際して指導内容や指導方法等の差の緩和や児童生徒の発達の早期

化への対応を図る観点から、いわゆる「中１ギャップ」といわれる現象が現れる小中学校に

またがった期間（充実期）を設定し、小・中学校９年間における学年段階の区切りを４－３

－２とします。（学校施設は６－３のまま） 

≪学年段階の区切り≫     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 小１～４【基礎期】 

・ 基礎・基本を繰り返し、学びの基本姿勢の育成を目指す。 

・ 善悪の判断ができ、集団や社会のルールを守る態度の育成を目指す。 

〇 小５・６、中１【充実期】 

・ 基礎・基本を生かし、具体から論理的・抽象的思考へ移行する時期であり、意欲的に 

学ぶ姿勢の育成を目指す。 

・ 集団における役割を自覚するとともに、自他の尊重の意識や他者への思いやりなどの 

涵養を目指す。 

 

（２年間） 

【発展期】 

（３年間） 

【充実期】 

（４年間） 

【基礎期】 

１年  ２年  ３年 １年  ２年 ３年  ４年  ５年  ６年 

中学校へのスムーズな接続 

中 学 校 

 

小 学 校 
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〇 中２・３【発展期】 

・ 基礎・基本を応用して、論理的・抽象的思考を着実に行う時期であり、主体的に学ぶ 

姿勢の育成を目指す。 

・ 人間としての生き方を踏まえ、自己を見つめ自ら向上を図るなど、社会の一員として 

自立した生活を営む力の育成を目指す。 

（６）茂原市の小中一貫教育の基本的な考え方 

茂原市の小中一貫教育では、６歳から１５歳までの子供の成長に重要な時期となる９年間

の義務教育の中で、目指す子供像を実現するため基本的な考え方を以下のようにします。 

すべての小・中学校で、小中一貫教育を進めます。 

〇 義務教育９年間において、連続性のある教育活動を行います。 

〇 茂原市の目指す子供像を共有し、その実現に向け、特色ある取組を行います。 

〇 地域・施設の特徴を生かした取組を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭 地域 
学校 

①茂原学の探究 

 

②英語教育の充実 

（視点２）  特色ある取組 

①9年間を見通した 

系統性のある学習指導 

 

②9年間の一貫した 

連続性のある生徒指導 

 

③切れ目のない 

特別支援教育 

（視点１）  9年間の連続性 

児童生徒の交流、教職員の連携、家庭・地域との連携 

ふるさと茂原を愛し、高い志を持ち、心豊かで未来を拓く子 

茂原市の目指す子供像 



   

９ 

 

Ⅲ 茂原市の進める小中一貫教育 

１ ９年間の連続性を大切にした教育（視点１） 

（１）９年間を見通した系統性のある学習指導 

確かな学力の育成を目指し、９年間の学びを小・中学校の教員が共有し、系統的な学習を

実践します。各教科の９年間の内容系統一覧を作成し、現在の学習内容に至るまでどのよう

な学習をしてきたのか、また、現在の学習後にどのような学習をしていくのかを把握し指導

に生かしたり、児童生徒のつまずきに対する補充が必要な学習内容を把握し、学び直しの機

会としたりすることに活用していきます。 

小・中学校間の指導内容や指導方法等の差を少なくし学習意欲の向上を図るため、小学校

５・６年生で教科担任制を実施したり、小・中学校の教員の乗り入れ授業を取り入れたりす

ることで、専門性や個に応じた指導を一層充実させます。 

（２）９年間の一貫した連続性のある生徒指導 

生徒指導については、児童生徒の発達の特性や小・中学校の教育活動の特性を踏まえて 

取り組むことが必要です。しかし、小・中学校での指導内容や方法等に差があり、ギャップ

が生じるという指摘もあります。生徒指導の３つの機能（自己決定・自己存在感・共感的理

解）に基づき、９年間の一貫した連続性のある生徒指導に取り組み、自己実現に向かう自己

指導能力を育成します。 

生活習慣や学習規律、家庭学習などについての指導は、学年が変わったり中学校に進学し

たりしても、子供が安心して学校生活が送れるように、小・中学校が同じ視点で指導をして

いきます。生活習慣や学習規律、家庭学習についての基本などをもとに、各学校の実態に応

じながら連携・継続した指導を徹底します。 

（３）切れ目のない特別支援教育  

特別支援教育については、「すべての子供に役立つ支援方法の確立」のため、児童生徒  

一人一人の特性を理解し、関係機関との連携を強化し、ライフステージに合わせた一貫した  

総合的支援体制の充実を図っています。障がいの有無にかかわらず、互いに理解し合い、  

ともに社会をつくるための基礎を培う教育を進めていきます。 

特別に支援の必要な児童生徒には、十分な学びを保障するため、ニーズに応じた連続性の

ある「多様な学びの場」を用意し、適切な指導と必要な支援を提供していきます。就学前  

から中学校卒業まで、きめ細かな切れ目のない支援が円滑に進められるよう、基礎的環境の

整備と合理的配慮の提供を充実させていきます。学校現場においては、個別の教育支援計画

や個別の指導計画の作成、交流及び共同学習の実施、校内支援委員会の充実、ユニバーサル

デザインの視点に基づくわかる授業の実践等により、共に学び認め合う共生社会の実現を 

目指します。 
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２ 目指す子供像の実現に向けた特色ある取組（視点２） 

（１）茂原学の探究 

 「茂原を知り、茂原について考え、茂原を愛する子供」を育てるために位置付けた「茂原 

学」をさらに充実させていきます。茂原の歴史や文化、産業等について、９年間を通して計

画的に学び、地元“茂原”を深く理解し、郷土を愛し、将来、茂原のよさを語ることができ

る児童生徒の育成を目指します。 

９年間を３つの期間に区切り、基礎期（小１～小４）では、身近な家庭や学校から地域（茂

原市）へと学習を広げ、充実期(小５～中１)では、他地域と比較しながら茂原を見つめ、そ

して、発展期(中２、中３)では、今までの学習を振り返りながら自分を見つめるというよう

に、９年間を通し段階的に学習を進めます。 

また、「茂原学」を軸に、小中一貫教育のカリキュラムマネジメントを行います。社会科や

総合的な学習の時間で扱う茂原市に関する教材だけでなく、教科等を通して茂原市への関心

や知識、そして「こんな茂原市にしたい」「茂原市の魅力を発信したい」という思いや考え

などを伴う学習すべてを「茂原学」と捉えます。その上で、各学校が「茂原学」として取り

組む単元･教材一覧を作成し、９年間でどのように各教科等が関わり合っているか確認し、系

統的な学習へつなげます。 

そこで、次のような取組を行います。 

・「茂原学」の単元・教材一覧の作成（小・中学校でのつながり） 

・「茂原学」の情報公開（学校ホームページへのアップ） 

・地域の伝統、自然、産業、歴史を題材にした学習 

・茂原市役所や郷土資料館等による「出前授業」の活用    など  

（２）英語教育の充実 

グローバル化が急速に進展する中で、今後、外国語によるコミュニケーション能力は、  

これまで以上に必要とされることが想定されます。ＡＬＴのネイティブな英語や海外の文化

に触れる機会、中学生の海外派遣等を通して、世界に目を向けることができる態度を育てる

とともに、探求心や想像力を育む授業や体験を取り入れながら、「使える英語」を身に付け、

グローバルな視点で活躍する人材の育成を目指します。 

小学校外国語活動及び外国語科と中学校外国語科の連携を推進するため、小・中学校共同

の授業改善や教員の研修を進めます。 

そこで、次のような取組を行います。 

・小学校および中学校全校へのＡＬＴの派遣 

・毎授業において日常生活の英語やスモールトークの帯活動の位置付け 

・ソルズベリー市（オーストラリア）への中学生等海外派遣や交流事業の継続 

・外国語活動、外国語科の実践研修（教員） 

・スピーチコンテスト（中学校）    など 
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３ 小中一貫教育を支える連携 

茂原市の目指す子供像の実現に向けて掲げた２つの視点「９年間の連続性を大切にした教育」

と「目指す子供像の実現に向けた特色ある取組」を具体的に実現するために、何よりも欠かせな

いのが市全体の大きな連携になります。その連携は、具体的に「児童生徒の交流」「教職員の連

携」「家庭・地域との連携」の３つから構成され、小中一貫教育を支えるものとなります。 

（１）学校間の児童生徒の交流 

児童生徒の交流は、小学生が中学生に対して憧れを抱いたり、中学生が小学生に対して 

思いやりの心をもったりできるようになるなどの効果が期待されます。それぞれの学校区の

実態や施設の設置状況、教員の構成等を踏まえ、意図的・計画的・継続的に各学校の創意工

夫で実施します。 

また、隣接した小学校同士など、小学校間の連携も視野に入れます。一つの小学校に通う

児童がすべて同じ中学校へ進学するとは限らない茂原市の実態として、中学校とのつながり

と同時に小学校間の児童の交流も小中一貫教育の一つと捉えます。 

（２）小中学校の教職員の連携による学習活動・生徒指導 

   いわゆる「中一ギャップ」等の課題解決のためには、小学校や中学校の教職員が今まで以

上に情報交換や相互の授業参観を通して、互いの教育活動についての理解を深め、日常の指

導に生かしていくことが大切です。互いがそれぞれの教育を理解することで、小・中学校段

階で育てておかなければならない力が見え、また、これまでの成長過程やこれからどのよう

な経験をするのかなどを理解することができます。 

教職員の具体的指導の例としては、学習や生活についての共通実践、相互乗り入れ授業 

の実施など工夫して取り組みます。生徒指導の面でも協力し、情報を共有するとともに、小

中学校間での指導方法のすり合わせなど、学年間・学校間の段差がよりなだらかになるよう

工夫します。 

（３）家庭・地域との連携 

急速に変化する社会の中で、子供たちの生きる力を育むためには、学校だけでなく学校と家

庭・地域が一体となって子供を育んでいくことが求められます。今まで培ってきた学校と家

庭・地域との結びつきを生かし、近隣の学校との結びつきを基盤として地域の特色を生かした

小中一貫教育を進めます。 

これまでも、総合的な学習の時間や各教科、校外学習等で地域とのさまざまな連携を行って

きましたが、９年間の連続性を意識して教育課程を見直すことにより、より系統的な家庭・地

域との連携を目指します。 
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おわりに 

茂原市教育委員会では、子供たちにとってよりよい教育を目指し、小中一貫教育について調査

研究してきました。茂原市小中一貫教育についてまとめた本指針に基づき、令和５年４月から  

市内すべての小・中学校で小中一貫教育を進めていきます。 

茂原市の小・中学校は、その規模、立地条件や学区編成上、一つの小学校から分かれて中学校へ

進学する学校があるなど、同一歩調で推進しにくい内容もあります。そこで、まずはそれぞれの

小・中学校の実態を共有し、茂原市の目指す子供像に向け、それぞれの学校が具体的にどのよう

に連携し、実践していくかを考えていくことから進めていきます。茂原市教育委員会としても、

さらによりよいものとなるよう今後も調査研究し、改善していきます。 



 

 

１ 休日の部活動の地域移行の概要 

 
平日（学校で今まで同様に部活動を実施） 休日（地域移行） 

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 

部活動 休み 
実施 

(２時間) 

実施 

(２時間) 

実施 

(２時間) 

実施 

(２時間) 

どちらか１日実施 

（３時間程度） 

指導者 中学校の部活動顧問 地域クラブの指導者 

活動場所 通学している中学校 地域クラブの活動場所 

                                         ※生徒の参加は自由  
２ 各部活動部員数   （令和６年５月現在） 

部活動名 部員数 部活動名 部員数 部活動名 部員数 

柔道 44 ソフトテニス 285 剣道 87 

バレーボール 122 バスケット 141 吹奏楽 145 

陸上 115 サッカー 112 美術 179 

卓球 171 バドミントン 59 書道 16 

野球 104   

３ 学校部活動と地域移行後の比較 

４ 令和５年度以降の動向  

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

柔道部 地域移行準備 
 

並立期間 

     

バレーボール部 
 

地域移行準備 
並立期間  

猶予期間       

運動部全部 
 

地域移行準備 
 

吹奏楽・美術部 
   

地域移行準備 
※不確定 

５ 推進する上での課題 

 

従来の学校部活動  

 

 

 

 

休日部活動の地域移行 
指導者 

場所 

費用 

傷害保険 

 

当該校の教員 

当該校の施設 

無料 

日本スポーツ振興センター 

指導者 

場所 

費用 

傷害保険 

９９ 

地域の指導者（教員の兼職兼業可能） 
民間施設・公共施設・学校 

受益者負担（月謝が発生） 
民間の傷害保険に加入 
（日本スポーツ振興センター適用外） 

休日の部活動は地域クラブへ完全移行 

地域クラブへ移行 

地域クラブへ 

地域クラブへ 

休日は学校部活動 

休日は学校部活動 

休日は学校部活動 

※不確定 

〇受け入れる地域クラブ不足  〇指導者不足   〇指導者の報酬の問題  

〇家庭の費用負担の発生    〇大会参加に係る条件整備 

Administrator
テキストボックス
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